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論 文 内 容 の 要 旨

１．目的と問題意識

　企業者職能論は、シュナイダー（D. Schneider）によって主張されている理論であって、それは経営経済

学の体系化のための基礎を形成することを目指している。シュナイダーは自らの理論を制度の個別経済学

と称している。それはドイツ経済および企業における不確実性の増大ということに規定されて、ハイエク

（Friedrich A. von Hayek）やミーゼス（Ludwig E. von Mises）の理論を受け継ぎ、新制度派経済学の動向

と軌を一にして展開されている。

　経営税務論の歴史は18世紀に始まるといわれるが、本格的な研究が行われるようになったのは1919年頃の

ことである。それは第１次大戦後のドイツにおける賠償金支払いと社会保障政策のための財源確保問題に源

泉を有する。その後、経営税務論においては、実践からの要求に応える形で研究成果が蓄積され、今日に至っ

ている。その結果、とりわけ投資決定や企業課税などの分野で多くの業績が明らかにされている。

　本論文は、一般経営経済学的な思考と特殊経営経済学的な思考を結合することを意図している。すなわ

ち、企業者職能論を基礎に据えて、投資決定や企業課税といった経営税務論的な問題が考察されんとしてお

り、そのことによる経営税務論の新たな展開が目指されているのである。それは、ドイツにおいても日本に

おいても未だ見られない意欲的な試みであるといえる。　

　本論文の構成は以下のとおりである。

第Ⅰ部　企業者職能論と制度の個別経済学　

　　第１章　シュナイダー企業者職能論

　　第２章　企業者職能論と新制度派経済学

第Ⅱ部　経営税務論と投資決定

　　第３章　経営税務論の課題と方法

　　第４章　経営税務論と租税パラドックス

　　第５章　企業課税と投資中立性

　　第６章　計算利子率と収益税



－ 181 －

第Ⅲ部　経営税務論と企業者職能

　　第７章　企業者職能論と企業課税

　　第８章　投資促進措置と企業課税

　　第９章　投資決定と利益税率

　　第10章   リースと企業課税

２．各章の概要

第Ⅰ部　企業者職能論と制度の個別経済学　

　第Ⅰ部においては、経営税務論の基礎に据えることが企図されている企業者職能論についての考察が行わ

れている。　

　まず、第１章においては、企業者職能論の骨格が明示される。すなわち、最も重要な概念たる所得の不確

実性、制度および裁定利益などの概念が明確にされている。そして、所得の不確実性に対処する人格として

の企業者が説明され、３つの企業者職能に関して詳細な考察が行われている。さらに、企業者職能論の社会

経済的な背景と学問的背景にも関説されている。しかして、企業者職能論は、不確実性と知識の不均等分布

を前提としているが、同様に、新制度派経済学も古典派経済学の仮定を認めない。この点に企業者職能論と

新制度派経済学の類似性が見られる。かかる問題を考察しているのが第２章である。シュナイダーはこのこ

とを明言していないが、彼の後継者たちによってそれは肯定されている。本論文提出者はそのことの意義に

注目している。

　

第Ⅱ部　経営税務論と投資決定

　第Ⅱ部においては、企業課税が投資決定に対して及ぼす影響が取り上げられている。これは各論としての

経営税務論の中核的問題である。

　第３章においては、まず、経営税務論の歴史的モメントが考察されている。次いで、ヴェーエ（G. 

Wöhe）、ローゼ（G. Rose）およびシュナイダーの理論が検討され、経営税務論の学問的な課題が明確にさ

れている。また、経営税務論の認識対象、経営税務論の一般経営経済学的性格および経営税務論における価

値判断問題に言及されている。いずれも斯学にとっては不可避の問題領域である。以上のようなことを基礎

として、第４章では、経営税務論の主要問題とも目される租税パラドックスが投資決定との関連で取り上げ

られており、第５章においては、投資の優先順位に対する企業課税の影響が、投資中立性という観点から確

かめられている。さらに、第６章では、租税と減価償却による利子効率が検討されている。それが租税パラ

ドックスを発生させる原因であると考えられているのである。そして、計算利子率に関する４つのアプロー

チのすべてにおいて、租税が意思決定に影響を及ぼす要因であることが確認されている。

第Ⅲ部　経営税務論と企業者職能

　第Ⅲ部では、第Ⅰ部と第Ⅱ部で論究された問題である企業者職能論と経営税務論の統合が図られる。すな

わち、企業者職能論による経営税務論の基礎づけが試みられることになる。

　まず、第７章では、企業者職能論の意義が再度確かめられ、そして、評価が行われている。企業者職能論

で提起されている諸概念やコンセプトは個別問題に適用されることを要する。それに関して、論文提出者は、

「人間の知識が不完全で不均等に分布していることを利用することによって利益を獲得するために、経営者

がいかなる意思決定を行うのか、その際、いかなる制度を新たに構築するのか、また、組織を如何に変革さ

せるのか」ということに問題を求めている。そのことによって、第２の企業者職能である裁定利益の獲得と

いうことが重要な問題として浮かび上がってくるのである。すなわち、裁定利益なるコンセプトを中心にし
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て意思決定問題が取り上げられなければならないというのが、本論文の主張である。このようなことを基礎

として、第８章においては、投資促進措置と企業課税が問題とされ、投資促進措置が投資決定にいかに影響

を及ぼすかということが明らかにされた。そのことに基づいて、投資決定において企業課税の影響と減価償

却による利子効果との関係を明らかにすることが経営税務論の基本的な課題であるということが強調されて

いる。さらに、第９章では、同様の観点から、税率の引き下げが必ずしも企業の投資拡大を招来するもので

はないということが明らかにされている。その際、企業者が自らの知識優位性に基づいて、裁定利益を追求

するということが前提とされて、企業課税の問題が考察されている。そして、第10章においては、１つの応

用問題としてリースと企業課税をめぐる問題が詳細に検討されている。そのことによって、リース会計基準

の原則が変更されたことによる影響が企業者職能論を下敷きにして考察されているのである。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

１．本論文の意義

　経営経済学がこの世に生まれて100余年が経過したが、これまでの経営学を支えてきた大きな２つの柱が

ある。それが「価値の流れ」の問題と「人と人の関係」の問題であることは周知のことである。これらの２

つの問題の間には目的と手段の関係がある。いうまでもなく、「価値の流れ」の問題が目的であって、「人と

人の関係」の問題が手段である。したがって、前者が経営学においてはより本質的な問題であるということ

になる。このことは企業目標を考えると明白である。すなわち、企業目標は本来的目標、手段的目標および

制約的目標から成る。「価値の流れ」は本来的目標と制約的目標に、「人と人の関係」は手段的目標にそれぞ

れ関連している。経営税務論は、「価値の流れ」の問題に関する学問領域であり、それは企業の収益性と流

動性の問題を取り扱う。まさしく、これらは経営学の本質的な問題領域の範疇に属する。

　経営経済学の一分野である経営税務論はドイツにおいては100年ほどの歴史を有しているが、わが国にお

いては、これまで断片的に取り上げられているのみであって、本格的な取り組みは始まったばかりである。

本論文は、日本ではまだまだ未知の領域であるとも言える経営税務論の諸問題を系統的かつ体系的に考察す

ることを意図したものであって、一定の成果を上げているものと認められる。このことが本論文の第１の意

義である。

　企業者職能論に関しても事情は同じであり、わが国においては数少ない研究が見られるだけである。この

難解な理論はドイツ人にとっても理解することが困難で、未だ十分に咀嚼・消化されているとは言えないと

いうのが実情である。このユニークな発想に基づく企業者職能論の問題点を明確にし、それによって経営経

済学の体系化を目指していることは、日本における経営経済学研究の空白を埋めるものであり、この点に本

論文の第２の意義が認められる。

　企業者職能論の主唱者であるシュナイダーは、経営税務論を含む経営財務論の大家としても夙に有名であ

る。彼の研究成果は後継者たちによってそれぞれの方向で深化への努力が行われているが、残念ながらそれ

らは分裂状態にある。当然のことながら、これらの２つの問題は統合されて然るべきであると思われる。企

業者職能論を経営税務論の基礎に据えるという試みはシュナイダー自身の研究においても明白には見られな

い。本論文提出者はこのような不幸な現実に思いをいたし、両者を統合することを目指しているのである。

その際に、企業課税、租税パラドックス、裁定利益などの問題が集約的に考察され、統合の試みは、やや脆

弱な側面を残しながらも、かなりの程度成功している。このことが本論文の第３の意義であり、この点での

学界への貢献はきわめて大きい。

　また、経営税務論が、租税学を構成する他の２つの学問領域すなわち財政学および税法学と認識対象を異

にしていることの指摘、経営税務論が価値自由的たるべきことの指摘は重要である。このことは経営税務論
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の根幹に関わる問題であり、論述の基礎として明示されねばならないことである。これらの指摘されている

ことが本論文の第４の意義である。

２．本論文の課題

　以上において示したように、本論文は多くの意義を有するものであるが、いくつかの課題がなお残されて

いる。

　まず、企業者職能論および経営税務論の生成の背景に言及していることで本論文は評価され得るが、論述

がいまひとつ断片的であるといわざるを得ないのである。これらの歴史的根拠を確認することは企業者職能

論を基礎とする経営税務論を形成する場合に避けては通れないことである。今後の課題として、これらの学

問領域の歴史的および社会的モメントを解明する努力を続けてもらいたいものである。

　また、企業課税という概念がごく普通の概念のように用いられている。しかしながら、これは、本論文で

も言及されているとおり、シュナイダーが提起した概念である。しかして、企業課税は本論文にとっては不

可欠の概念である。彼が、何のために、何を説明するためにこのような概念を構築しなければならなかった

か、そして、この概念によって新たにいかなることが説明できるようになったかということを明示する必要

がある。

　さらに、租税パラドックスというコンセプトが本論文を通じて重要な役割を果たしている。それは、「租

税を考慮する前の意思決定と租税を考慮した後の意思決定では、その優先順位が異なる現象」として説明さ

れている。このこと自体は企業課税の投資決定に及ぼす作用を考察する際の鍵となる現象である。ただ、租

税パラドックスという概念がかかる現象を説明するためだけのものなのか、あるいは、逆説や矛盾を意味す

る文字通りのパラドックスという内容をもつものかということが不明確である。もし、それが逆説という意

味でのパラドックスであるならば、いかなる意味での、どのようなパラドックスかということを明確にする

必要があろう。また、考慮に入れられるべき租税がどのような種類の租税であるのかということが曖昧であ

る。この点、租税の種類によって租税パラドックスといわれる現象の意味も異なるので、租税の内容すなわ

ち課税対象の明確化が望まれるところである。

　本論文には以上のような課題が残されているが、これらは決して本論文の価値を損なうものではない。論

文の提出者には残された課題に真摯に取り組み、研究成果を上げることが大いに期待される。

　審査委員は、本論文提出者が博士（商学）の学位を受けるに値するものと判断する。


